第５章　農業
概況
　本府の農業は全都道府県のうち東京、奈良につぐ狭小の耕地面積の中で営まれているが、スプロール現象による商工業の発展および人口増加にともない、農用地が事業所、道路、住宅などの建設用地に転用されるため、耕地は年々減少の一途をたどっている。
　また、農産物の需要販売が拡大しているにもかかわらず、農業の小規模化、不作付耕地の増加、若年労働力の他産業への流出等により農業の立地条件は、年々悪化しつつあります。
　しかしながら、一方には人口増加と生活様式の変化によって、食糧消費の増大と農産物需要の変化がみられ、これに対応して、本府農業の重要性はますます大きなものとなっている。
農家数
　府下の農家数は、昭和25年の９万2,090戸をピークとして毎年減少を続けている。
　昭和50年２月１日現在（1975年農業センサス結果概報）における農家数は５万6,119戸となり、前年の５万7,958戸より3.2パーセントの減少を示した。
　専業兼業別にみると、専業農家は3,918戸（総農家数の7.0パーセント）で、前年の4,434戸から516戸（11.6パーセント）減少、農家以外から収入を得ている兼業農家は５万2,201戸（93.0パーセント）で、前年の５万3,524戸にくらべ1,132戸（2.5パーセント）減少している。
　また兼業農家のうち「農業を主とする農家」（第１種兼業農家）は4,605戸（総農家数の8,2パーセント）で前年にくらべ、293戸（6.0パーセント）の減少となり、「兼業を主とする農家」（第２種兼業農家）は４万7,596戸（84.8パーセント）で前年にくらべ、1,030戸（2.1パーセント）の減少となっている。
　経営耕地面積規模別農家数についてみると、5アールから29アールが２万8,360戸で総農家数の50.6パーセントを占め、続いて30アールから49アールが１万3,906戸（24.8パーセント）、50アールから69アールが7,155戸（12.1パーセント）、70アールから99アールが4,388戸（7.8パーセント）、100アール以上（3.6パーセント）、例外規定の適用を受けるもの（経営耕地面積が５アール未満であっても、農産物の販売額が過去１年間に７万円以上の農家）が281戸（0.5パーセント）となっている。したがって、本府においては50アール未満の農家は、75.4パーセントとなり、農家の経営耕地規模は零細であるといえよう。
農家人口
　本府の農家人口は27万6,454人で、農業に従事した者は13万6,881人で農家人口の49.5パーセントを示し、その内訳は農業だけに従事するもの６万3,464人（46.4パーセント）、農業を主とするもの3,678人（2.7パーセント）、兼業を主とするもの６万9,739人（50.9パーセント）となり、農業だけに従事するものと、農業を主とするものを加えても、農家人口の24.3パーセントにしかならない。
経営耕地面積
　経営耕地面積も農家数、農家人口と同様に昭和21年の４万2,198ヘクタールをピークとして毎年減少を続け、昭和50年２月１日現在２万106ヘクタールとなり、前年の２万1,020ヘクタールに比し4.3パーセントの減少となっている。
　耕地面積の地目別内訳を見ると、田１万5,883ヘクタール（79.0パーセント）、畑1,506ヘクタール（7.5パーセント）、樹園地2,717ヘクタール（13.5パーセント）となっている。なお農家１戸当りの平均経営耕地面積は、35.8アールとなった。
農用機械
　一方、農業の機械化は年々進み、その普及率の高いものからみて、動力耕うん機、農用トラクター42.8パーセント、農用トラック、オート三輪19.1パーセント、動力噴霧機14.0パーセントの順となっており、経営規模が縮小しているにもかかわらず農用機械の普及は広がっている。
注．上記の数字は1975年農業センサスの結果概報によるため毎年の大阪の農業による数字とは多少くいちがってくるものがあります。
